
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長尺の記録媒体を巻取る巻取り軸において、
　前記記録媒体を巻取るための巻取り軸部と、
　該巻取り軸部に装着され、最内周の前記記録媒体と当接するよう前記巻取り軸部の外周
より突出した第１の位置と該第１の位置より前記巻取り軸の軸芯側の第２の位置とに移動
可能であって当接する前記記録媒体の移動時の摩擦力により前記第１の位置から前記第２
の位置へ移動される支持解除部材とを有し、
　前記支持解除部材は、前記第１の位置から前記第２の位置への移動方向が前記巻取り軸
の軸方向、あるいは、前記巻取り軸部に巻取られた前記記録媒体が巻き戻される方向と前
記軸方向との合成された方向となるように前記巻取り軸部に移動可能に支持されることを
特徴とする巻取り軸。
【請求項２】
　前記巻取り軸部の周囲に相対移動可能に配置され、最内周の前記記録媒体から巻き付け
られるスリーブ状の作動部材を有し、該作動部材が移動する際に前記支持解除部材に対し
て前記第１の位置から前記第２の位置へ当接する最内周の前記記録媒体の移動する方向へ
の外力を作用させるように構成されていることを特徴とする請求項１記載の巻取り軸。
【請求項３】
　前記支持解除部材は、前記第１の位置となるように当接する最内周の前記記録媒体に対
し付勢されていることを特徴とする請求項１乃至２のいずれか１項記載の巻取り軸。
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【請求項４】
　前記巻取り軸の一方の端部に前記記録媒体の側端部と当接して前記記録媒体の最内周か
ら案内する巻取りフランジと、
　前記巻取り軸部に装着された前記支持解除部材より前記巻取りフランジ側の位置であっ
て前記支持解除部材から前記巻取り軸部の軸方向に沿った位置の前記巻取り軸部の外周上
に、前記軸芯からの径が前記第１の位置にある前記支持解除部材の最内周の前記記録媒体
との当接する径と略同一に形成された最内周の前記記録媒体と当接する記録媒体支持部と
を有していることを特徴とする請求項１記載の巻取り軸。
【請求項５】
　前記巻取り軸部に装着された前記記録媒体の最内周に当接する前記支持解除部材は、前
記巻取り軸部の軸方向に沿って複数配置されたことを特徴とする請求項１記載の巻取り軸
。
【請求項６】
　装置本体に装着された記録媒体に印刷を行う印刷手段と、
　該印刷手段によって印刷された記録媒体を順次その長手方向に送る紙送り手段と、
　請求項１記載の巻取り軸と、
　前記紙送り手段によって送られる前記記録媒体を前記巻取り軸によって当接する最内周
より巻取るように構成された巻取り機構とを備えたことを特徴とするプリンタ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、例えばジャーナル紙等の記録媒体を巻取るための巻取り軸及びこれを用いた
プリンタに関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来より、店舗等における売り上げや在庫の管理を目的として、販売価格や品名等が印
字されたジャーナル紙を保存しておくことが求められており、そのために、印字されたジ
ャーナル紙を巻取り軸に巻取るように構成したプリンタが提案されている。
【０００３】
　この種のプリンタとしては、従来、例えば、図２６に示すようなものが知られている。
【０００４】
　図２６に示すように、このプリンタ１０１は、キャッシュレジスタ等に組み込まれるド
ットインパクトプリンタで、リボンカセット１０２が着脱可能なプリンタ本体１０３と、
プリンタ本体１０３の上部の後部寄りの位置に回動可能に支持されるクラムシェル可動部
１０４と、プリンタ本体１０３の後方に設けられる巻取り機構１０５とから構成される。
【０００５】
　このプリンタにおいて、図示しない印字ヘッドによって印字されたジャーナル紙等の記
録紙１０６は、紙送り手段１０７によってクラムシェル可動部１０４の上方へ送り出され
、印刷修正用の書き込み台１０８の平面部１０８ａを通って巻取り機構１０５の巻取り軸
１０９に巻取られるように構成されている。
【０００６】
　この巻取り軸１０９は、プリンタ本体１０３の後方に固定された支持板１１０に回転自
在の状態で片持ち支持され、その支持板１１０側の部分に円盤状の巻取りフランジ１１１
が固定されている。また、巻取り軸１０９の支持板１１０側の先端部には、駆動用の歯車
１１２が固定されている。そして、巻取り軸１０９は、プリンタ本体１０３内の紙送り手
段に連動する巻取りベルト１１３によって回転駆動される歯車群１１４と、巻取り軸１０
９に固定された歯車１１２との噛み合いによって回転駆動されるようになっている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
　ところで、この種のプリンタ１０１においては、巻取り軸１０９に記録紙１０６が巻取
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られた後に巻取り軸１０９から記録紙１０６を取り除く必要があるが、巻取り軸１０９に
記録紙１０６が巻取られた状態においては記録紙１０６が巻取り軸１０９に最内周より巻
き締められており、このため記録紙１０６を取り外そうとすると、巻取り軸１０９に記録
紙１０６の最内周部側が巻き付いたままうまく取り除けず、巻取り軸１０９に巻き付いた
記録紙１０６の最内周である中心部が取れず外周から外れて行き竹の子状に出てしまうと
いう問題があった。
【０００８】
　このような問題を解決するため、従来、巻取り軸の外径が可変となるように構成された
用紙巻取装置も提案されている（例えば、実開昭５５－６６１５６号公報参照）。
【０００９】
　しかし、この従来例の場合、巻取り軸の外径を変えるためには、巻取り軸に対して軸方
向に記録紙を抜く動作とは別の外力を加えなければならないため、その操作が面倒である
という欠点があった。
【００１０】
　本発明は、このような従来の技術の課題を解決するためになされたもので、その目的と
するところは、巻取られた記録紙を簡単な操作で最内周部も容易に取り外すことが可能な
巻取り軸及びこれを用いたプリンタを提供することにある。
【００１１】
　また、本発明は既存の巻取り軸を持った巻取り機構に対し、その巻取り特性を維持し、
かつ記録紙を簡単な操作で取り外すことが可能な巻取り軸を提供することにある。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　かかる目的を達成するためになされた請求項１記載の発明は、記録媒体を巻取るための
巻取り軸部と、該巻取り軸部に装着され、最内周の前記記録媒体と当接するよう巻取り軸
部の外周より突出した第１の位置と該第１の位置より巻取り軸の軸芯側の第２の位置とに
移動可能であって当接する記録媒体の移動時の摩擦力により第１の位置から第２の位置へ
移動される支持解除部材とを有し、支持解除部材は、第１の位置から第２の位置への移動
方向が巻取り軸の軸方向、あるいは、巻取り軸部に巻取られた記録媒体が巻き戻される方
向と前記軸方向との合成された方向となるように巻取り軸部に移動可能に支持されること
を特徴とする巻取り軸である。
【００１３】
　請求項１記載の発明の場合、巻き付けられた記録媒体を巻取り軸部の軸方向へ移動させ
ることにより最内周の記録媒体が巻取り軸部の外周から浮いてゆるんだ状態となり、これ
によってきわめて容易に記録媒体を巻取り軸から取り外すことができる。
【００１４】
　また、請求項２記載の発明のように、請求項１記載の発明において、巻取り軸部の周囲
に相対移動可能に配置され最内周の記録媒体から巻き付けられるスリーブ状の作動部材を
有し、この作動部材が移動する際に上記軸本体に設けられた支持解除部材に対して第１の
位置から第２の位置へ当接する最内周の前記記録媒体から移動する方向への外力を作用さ
せるように構成されていることも効果的である。
【００１５】
　請求項２記載の発明によれば、記録媒体を取り外す際、記録媒体とともに作動部材も移
動し、しかも記録媒体のみならず作動部材からも支持解除部材に対して外力が作用するた
め、より円滑に支持解除部材を移動させて最内周の記録媒体をゆるんだ状態にすることが
可能になる。
【００１６】
　さらにまた、請求項３記載の発明のように、請求項１乃至２のいずれか１項記載の発明
において、支持解除部材が、第１の位置となるように当接する最内周の前記記録媒体に対
し付勢されていることも効果的である。
【００１７】
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　請求項３記載の発明によれば、記録媒体を巻取り軸に巻付ける際に記録媒体により支持
解除部材が第１の位置から第２の位置へ移動することがなく、しかも記録媒体を取り外す
際、円滑に支持解除部材を移動させて最内周の記録媒体をゆるんだ状態にすることが可能
になる。
【００１８】
　さらにまた、請求項４記載の発明のように、請求項１記載の発明において、巻取り軸の
一方の端部に記録媒体の側端部と当接して記録媒体の最内周から案内する巻取りフランジ
と、巻取り軸部に装着された支持解除部材より巻取りフランジ側の位置であって支持解除
部材から巻取り軸部の軸方向に沿った位置の巻取り軸部の外周上に、軸芯からの径が第１
の位置にある支持解除部材の最内周の記録媒体との当接する径と略同一に形成された最内
周の記録媒体と当接する記録媒体支持部とを有していることも効果的である。
【００１９】
　請求項４記載の発明によれば、記録媒体を巻取り軸に巻付ける際に記録媒体支持部と支
持解除部材とにより、最内周の記録媒体から前記巻取り軸の軸芯に対し、ほぼ平行に巻き
付けられるので、巻取り軸迄の記録媒体の搬送が安定する。その結果、巻き膨れ等も発生
することなく巻き取り品質を向上した巻取り軸を提供することが可能になる。
【００２０】
　さらにまた、請求項５記載の発明のように、請求項１記載の発明において、巻取り軸部
に装着された記録媒体の最内周に当接する支持解除部材は、巻取り軸部の軸方向に沿って
複数配置されたことも効果的である。
【００２１】
　請求項５記載の発明によれば、請求項４の発明と同様に記録媒体を巻取り軸の軸芯に対
し、ほぼ平行に巻き付けることができ、更に、支持解除部材を軸方向にそって複数配置し
たことにより、記録媒体の最内周は軸芯と平行に軸部の外周から浮いてゆるんだ状態とな
るため、容易に記録媒体を巻取り軸から取り外すことができ、操作性が更に向上した巻取
り軸を提供することが可能になる。
【００２２】
　一方、請求項６記載の発明は、装置本体に装着された記録媒体に印刷を行う印刷手段と
、この印刷手段によって印刷された記録媒体を順次その長手方向に送る紙送り手段と、請
求項１記載の巻取り軸とを備え、前記紙送り手段によって送られる前記記録媒体を前記巻
取り軸によって当接する最内周より巻取るように構成された巻取り機構とを備えたことを
特徴とするプリンタである。
【００２３】
　請求項６記載の発明によれば、巻取り軸に巻取られた印刷済の記録媒体の最内周からき
わめて簡単な操作で取り外すことができ、これにより記録媒体を交換する際の操作性が高
いプリンタを得ることができる。
【００２４】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明に係る巻取り機構及びこれを用いたプリンタの実施の形態を図面を参照し
て詳細に説明する。
【００２５】
　図１は、本発明に係るプリンタの一実施の形態の全体構成を示す斜視図、図２は、図１
のプリンタの平面図、図３は、図２のＣ－Ｃ線断面図、図４は、図１のプリンタの後部斜
視図である。
【００２６】
　図１に示すように、本実施の形態のプリンタ１は、キャッシュレジスタ等に組み込まれ
るドットインパクトプリンタで、リボンカセット２が着脱可能なプリンタ本体３と、プリ
ンタ本体３の上部の後部寄りの位置に回動可能に支持されるクラムシェル可動部４と、プ
リンタ本体３の後方に設けられる巻取り機構５とから構成される。
【００２７】
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　プリンタ本体３には、印字ヘッド６を搭載する図示しないキャリッジを記録紙７、８の
幅方向に往復移動させる図示しない印字機構と、印字ヘッド６による印字位置に記録紙７
、８を送るための図示しない紙送り機構と、これらの印字機構や紙送り機構に共通の駆動
源である駆動モータ９（図４参照）とが装備されている。
【００２８】
　一方、クラムシェル可動部４は、プラテン１０と、紙送りローラ１１及びこれに記録紙
を圧接する紙押えローラ１２からなる紙送り手段１３と、紙送り手段１３の上部に配設さ
れレシート紙８を切断するためのオートカッタ機構１４、樹脂で形成された上側紙ガイド
１５から構成され、この上側紙ガイド１５をベースに他の構成要素が取り付けられている
。（図２及び図３参照）ここで、上側紙ガイド１５にはプリンタ本体３の孔（図示しない
）と係合する突起部（図示しない）が形成されており、この突起部を孔に係合させてクラ
ムシェル可動部４の回動中心軸１６を構成する。
【００２９】
　図３及び図４に示すように、クラムシェル可動部４は、プリンタ本体３後部の給紙口１
７、１８から印字位置に至る上側紙ガイド１５と下側紙ガイド１９で形成される紙経路２
０を露呈させるべくプリンタ本体３の後方上部の位置に回動中心軸１６を中心に回動可能
に装備されたものである。図３において、実線はクラムシェル可動部４の閉じた状態を示
し、仮想線（二点鎖線）はクラムシェル可動部４の開放状態を示している。
【００３０】
　図２に示すように、給紙口１７、１８は、クラムシェル可動部４の後部に左右に並んで
配置される。
【００３１】
　給紙口１７には、売上や在庫を管理するために店舗側に保存されるジャーナル紙等の記
録紙７が供給される。図３に示すように、記録紙７は、プリンタ本体３の後方下部に配置
され、その先端部が給紙口１７から紙経路２０を通って印字位置に到達するようになって
いる。そして、印字された記録紙７は、順次、排出口２１からクラムシェル可動部４の上
方に設けられた書き込み台２２を通って、プリンタ本体３の後部に取り付けられている巻
取り機構５の巻取り軸２３に巻取られる。
【００３２】
　この巻取り軸２３は、プリンタ本体３の後方に固定された支持板２４に回転自在の状態
で片持ち支持され、その支持板２４側の部分に円盤状の巻取りフランジ２５が一体的に形
成されている。また、巻取り軸２３の支持板２４側の先端部には駆動用の歯車２６が一体
的に形成されている。そして、巻取り軸２３は、プリンタ本体３内の紙送り手段１３に連
動する巻取りベルト２７によって回転駆動される歯車群２８と、巻取り軸２３の先端部に
形成された歯車２６との噛み合いによって回転駆動されるようになっている。
【００３３】
　また、巻取り軸２３は、その巻取りフランジ２５が設けられていない側の端部の紙送り
経路長が、巻取りフランジ２５が設けられた側の端部の紙送り経路長より長くなるように
傾斜されている。この場合、後述するように、記録紙の蛇行を防止する対策を別に採って
いるため、巻取り軸２３の傾斜角は、図２６に示す従来例の場合より小さい角度で十分で
ある。
【００３４】
　一方、給紙口１８には、顧客に渡すためのレシート紙等の記録紙８が供給される。この
記録紙８は、記録紙７と同様の紙経路２０を通って印字位置に到達し、印字された後は、
クラムシェル可動部４の上面に設けたレシート排出口２９から上方へ送り出される。
【００３５】
　図５は、本発明に係る巻取り軸の第１の実施の形態の外観を示す平面図、図６は、同実
施の形態の詳細平面図、図７は、同実施の形態の内部構成を示す概略図、図８（ａ）は、
同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が第１の位置に位置し、記録紙
が巻取り軸に巻取られた状態を示すもの、図８（ｂ）は、同実施の形態の動作の原理を示
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す説明図で、支持解除部材が第２の位置に位置する倒れた状態を示すもの、図９は、同実
施の形態の押え部材の近傍を示す構成図である。
【００３６】
　図５及び図６に示すように、本実施の形態の巻取り軸２３は、例えば樹脂材料からなる
もので、その回転中心を含むように構成される軸本体２３１と、この軸本体２３１を挟む
ように形成された一対の巻取り部２３２、２３３を有し、これら軸本体２３１と巻取り部
２３２、２３３によって巻取り軸部２３０が構成されている。ここで、巻取り部２３２、
２３３は、軸本体２３１を取り囲むように配置され、それぞれの表面が円弧面状（但し、
円弧面状に特定する必要はない）に形成されている。
【００３７】
　一方、軸本体２３１は、一対の対向する四角形状の板状部材２３１ａ、２３１ｂがリブ
によって補強された構造を有しており、その中腹部に設けられたリブ２３１ｃに、一対の
支持解除部材２３４、２３５が設けられている。ここで、各支持解除部材２３４、２３５
は、それぞれ軸本体２３１の両側部に支軸２３４ａ、２３５ａを中心として回動自在に支
持される。そして、図７に示すように、支持解除部材２３４、２３５間には引張コイルば
ね２３６が掛け渡され、矢印Ｒ方向（図８）と逆方向に回転し、係止突起２３４ｃ、２３
５ｃが巻取り軸２３１内面と当接することで、外力を加えない状態において各支持解除部
材２３４、２３５が起立して各支持部２３４ｂ、２３５ｂが軸本体２３１の側部から突出
するように構成される。また、これにより各支持解除部材２３４、２３５は、図８（ｂ）
に示すように起立した状態から記録紙７の巻き付き方向と逆方向にのみ倒れるようになっ
ている。
【００３８】
　なお、図５、図６、図７及び図９に示すように、各支持解除部材２３４、２３５は、軸
本体２３１から外れてしまわないように、一対の断面略コ字状の押え部材２３７、２３８
によって押さえられている。
【００３９】
　このような構成を有する本実施の形態において記録紙７を巻取ると、図８（ａ）に示す
ように、支持解除部材２３４、２３５が起立した状態、すなわち、支持解除部材２３４、
２３５の支持部２３４ｂ、２３５ｂが軸本体２３１から突出した状態で記録紙７が巻取ら
れる。
【００４０】
　この状態において、図８（ｂ）に示すように、記録紙７を手でつかんで巻き付き方向と
逆方向（矢印Ｒ方向）へ軽く回転させると、最内周の記録紙７ａからの外力（摩擦力）に
よって各支持解除部材２３４、２３５が同方向へ倒れる。その結果、巻取り軸部２３０に
巻き付いた最内周の記録紙７ａが軸本体２３１の外周面２３１ｄから浮いてゆるんだ状態
となるため、巻取られた記録紙７を容易に巻取り軸２３から抜き取ることができる。
【００４１】
　図１０～図１２は、本発明に係る巻取り軸の第２の実施の形態を示すもので、図１０は
、本実施の形態の外観を示す平面図、図１１は、同実施の形態の内部構成を示す概略図、
図１２は、同実施の形態の動作の原理を示す説明図である。以下、上述の実施の形態と対
応する部分については同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００４２】
　図１０～図１２に示すように、本実施の形態の巻取り軸２３Ａは、上述の実施の形態と
同様の構成の支持解除部材２３４が一つ設けられたものである。
【００４３】
　本実施の形態においては、軸本体２３１の一方の側部に支持解除部材２３４が支軸２３
４ａを中心として回動自在に支持される。そして、この支持解除部材２３４の爪部２３４
ｅと、軸本体２３１の他方の側部に設けられた爪部２３１ｄとの間には引張コイルばね２
３６が掛け渡されている。
【００４４】
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　このような構成を有する本実施の形態においても、図１２に示すように、巻取られた記
録紙７を手でつかんで巻き付き方向と逆方向（矢印Ｒ方向）へ軽く回転させると、最内周
の記録紙７ａからの外力によって支持解除部材２３４が同方向へ倒れ、巻取り軸部２３０
に巻き付いた最内周の記録紙７ａが軸本体２３１の外周面２３１ｄから浮いてゆるんだ状
態となるため、容易に記録紙７を巻取り軸２３から抜き取ることができる。
【００４５】
　本実施の形態の場合は、第１の実施の形態よりも巻取り軸の構成が簡素になるというメ
リットがある。その他の構成及び作用効果については上記実施の形態と同一であるのでそ
の詳細な説明を省略する。
【００４６】
　図１３～図１６は、本発明に係る巻取り軸の第３の実施の形態を示すもので、図１３は
、本実施の形態の平面図、図１４は、本実施の形態の要部を示す正面構成図、図１５は、
同実施の形態の要部構成を示す平面図、図１６（ａ）は、同実施の形態の動作の原理を示
す説明図で、記録紙が巻取り軸に巻取られた状態を示すもの、図１６（ｂ）及び図１７は
、同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示すものであ
る。以下、上述の実施の形態と対応する部分については同一の符号を付し、重複する説明
を省略する。
【００４７】
　本実施の形態においては、巻取り軸２３Ｂの軸芯Ｎの方向に倒れる支持解除部材２３９
、２４０が設けられている。この場合、図１４に示すように、軸本体２３１の上部及び下
部に一対の支持解除部材２３９、２４０が支軸２３９ａ、２４０ａを中心として回動自在
に支持されている。これらの支持解除部材２３９、２４０間には引張コイルばね２３６が
掛け渡され、これにより外力を加えない状態において各支持解除部材２３９、２４０が起
立して各支持部２３９ｄ、２４０ｄが軸本体２３１の側部から突出するように構成される
。
【００４８】
　図１４に示すように、各支持解除部材２３９、２４０の側部を係止するために、巻取り
軸２３Ｂに２３０Ｃが設けられ、これにより各支持解除部材２３９、２４０は、図１６（
ａ）に示す起立した状態から図１６に示す記録紙７の抜き取り方向（矢印Ｂ方向）にのみ
倒れるようになっている。
【００４９】
　このような構成を有する本実施の形態において記録紙７を巻取ると、図１６（ａ）に示
すように、支持解除部材２３９、２４０が起立した状態、すなわち、支持解除部材２３９
、２４０の支持部２３９ｄ、２４０ｄが軸本体２３１から突出した状態で記録紙７が巻取
られる。
【００５０】
　この状態において、記録紙７を手でつかんで軸本体２３１の先端方向（矢印Ａ方向）へ
引っ張ると、図１６（ｂ）及び図１７に示すように、最内周の記録紙７ａからの外力によ
って各支持解除部材２３９、２４０が同方向へ倒れる。その結果、巻取り軸部２３０に巻
き付いた最内周の記録紙７ａが軸本体２３１の外周面２３１ｄから浮いてゆるんだ状態と
なるため、上記実施の形態の場合と同様に、容易に記録紙７を巻取り軸２３から抜き取る
ことができる。その他の構成及び作用効果については上記実施の形態と同一であるのでそ
の詳細な説明を省略する。
【００５１】
　図１８は、本発明に係る巻取り軸の第４の実施の形態の要部を示す平面構成図であり、
以下、上述の実施の形態と対応する部分について同一の符号を付し、重複する説明を省略
する。
【００５２】
　図１８に示すように、本実施の形態の巻取り軸２３Ｃにおいては、上記第３の実施の形
態において、支持解除部材２３９を軸芯Ｎの方向に対して所定の角度だけ傾斜させるよう
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に構成したものである。ここで、各支持解除部材２３９、２４０は、上記第３の実施の形
態と同様に、軸本体２３１の上部及び下部に支軸２３９ａ、２４０ａを中心として回動自
在に支持されている。
【００５３】
　本実施の形態の場合、支持解除部材２３９、２４０を傾斜させる角度については、図１
８に示すように、軸芯Ｎと支軸２３９ａ、２４０ａの回転軸Ｍとのなす角度θが４５度程
度となるように設定することが好ましい。
【００５４】
　このような構成を有する本実施の形態において、巻取られた記録紙７を抜き取る場合に
は、記録紙７を手でつかんで巻き付き方向と逆方向へ軽く回転させるか、または、軸本体
２３１の先端方向（矢印Ａ方向）へ引っ張るようにする。その結果、最内周の記録紙７ａ
からの外力によって各支持解除部材２３９、２４０が倒れ、巻取り軸部２３１に巻き付い
た最内周の記録紙７ａが軸本体２３１の外周面２３１ｄから浮いてゆるんだ状態となるた
め（図１６（ｂ）参照）、上記実施の形態の場合と同様に、容易に記録紙７を巻取り軸２
３から抜き取ることができる。その他の構成及び作用効果については上記実施の形態と同
一であるのでその詳細な説明を省略する。
【００５５】
　図１９～図２２は、本発明に係る巻取り軸の第５の実施の形態を示すもので、図１９は
、本実施の形態の要部を正面方向から見た部分断面図、図２０は、同実施の形態の要部を
平面方向から見た部分断面図、図２１は、同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、記
録紙が巻取り軸に巻取られた状態を示すもの、図２２は、同実施の形態の動作の原理を示
す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示すものである。以下、上述の実施の形態と対
応する部分については同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００５６】
　図１９に示すように、本実施の形態の巻取り軸２３Ｄにおいては、軸本体２３１の上部
及び下部に、上記第３の実施の形態と同様の、記録紙７の抜き取り方向に倒れる支持解除
部材２３９、２４０が設けられる。そして、この軸本体２３１と一対の巻取り部２３２、
２３３からなる巻取り軸部２３０の周囲にスリーブ状の作動部材２４１が嵌合し、さらに
各支持解除部材２３９、２４０と対応する位置に設けられた孔部２４１ａから各支持解除
部材２３９、２４０の支持部２３９ｄ、２４０ｄが突出するようになっている。
【００５７】
　図１９及び図２１に示すように、この作動部材２４１は、その先端部が、巻取りフラン
ジ２５の基部２５ａに形成した溝部２５ｂと嵌合するとともに、巻取り部２３２、２３３
に設けたガイド部２３２ａ、２３３ａに沿って軸芯Ｎ方向に摺動可能に構成されている。
また、作動部材２４１の内周面には係止突起２４１ｂが形成され、図２１に示すように、
この係止突起２４１ｂと軸本体２３１に形成された係止溝２３１ｅの壁部２３１ｆとの係
合によって、作動部材２４１は軸本体２３１から外れないようになっている。
【００５８】
　このような構成を有する本実施の形態において記録紙７の巻取りを行うと、図２１に示
すように、支持解除部材２３９、２４０の支持部２３９ｄ、２４０ｄが作動部材２４１か
ら突出した状態で記録紙７が巻かれ、これにより記録紙７は支持解除部材２３９、２４０
の支持部２３９ｄ、２４０ｄに支持された状態で作動部材２４１に巻き付けられる。
【００５９】
　この状態において、図２２に示すように、記録紙７を手でつかんで軸本体２３１の先端
方向（矢印Ａ方向）へ引っ張ると、最内周の記録紙７ａからの外力によって作動部材２４
１が移動する。各支持解除部材２３９、２４０は、記録紙７ａと作動部材２４１の動きに
より同方向へ倒る。さらに、作動部材２４１の穴部２４１ａの開口端部に押し付けられる
ことによって支持解除部材２３９、２４０が作動部材２４１の内側に入り込む。その結果
、作動部材２４１の外周に巻き付いた最内周の記録紙７ａが作動部材２４１の外周から浮
いてゆるんだ状態となるため、上述の実施の形態の場合と同様に、容易に記録紙７を巻取
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り軸２３Ｄから抜き取ることができる。
【００６０】
　本実施の形態の場合は、記録紙７を抜き取る際、記録紙７とともに作動部材２４１も移
動するため、記録紙７のみならず作動部材２４１からも支持解除部材２３９、２４０に対
して外力が作用する。このため、より円滑に支持解除部材２３９、２４０を移動させて記
録紙７をゆるんだ状態にすることができ、一層操作性が向上する。その他の構成及び作用
効果については上記実施の形態と同一であるのでその詳細な説明を省略する。
【００６１】
　以上述べたように上記実施の形態によれば、巻取り軸２３Ｄに巻き付けられた記録紙７
に対し、円周方向に回転させ又は軸芯Ｎの方向へ引っ張るという単純な操作を行うだけで
記録紙７を容易に巻取り軸２３Ｄから抜き取ることができるものである。
【００６２】
　図２３は、本発明に係る巻取り軸の第６の実施の形態を示すもので、本実施の形態の正
面断面図を示すものである。以下、上述の実施の形態と対応する部分については同一の符
号を付し、重複する説明を省略する。
【００６３】
　図２３に示すように、本実施の形態の巻取り軸２３Ｅにおいては、軸本体２３１の巻取
りフランジ２５の反対側の上部及び下部に、上記第３の実施の形態と同様の、記録紙７の
抜き取り方向である巻取り軸２３Ｅの軸芯Ｎの方向に倒れる支持解除部材２３９、２４０
が設けられ、巻取りフランジ２５の側には、支持解除部材２３９、２４０の第１の位置の
外径と略同等の外径を有して巻取り軸２３Ｅに一体に形成された記録紙支持部２４１、２
４２が設けられている。
【００６４】
　本実施の形態によれば、記録紙７の巻取を行うと、図２３に示すように記録紙７は支持
解除部材の支持部２３９ｄ、２４０ｄと記録紙支持部２４１，２４２との間に張り渡らさ
れるように巻取り軸２３Ｅに巻き付けられ、記録紙７は前記巻取り軸２３Ｅの軸芯Ｎに対
し、ほぼ平行に巻き付けられる。
【００６５】
　記録紙７を巻取り軸２３Ｅから取り外す場合、前述の第３の実施の形態と同じように支
持解除部材があることから、図１７のように支持解除部材２３９、２４０が倒れ、巻取り
終わった記録紙の側端部が竹の子状になることなく取り外すことができる。
【００６６】
　この場合の支持解除部材は、巻き終わった記録紙７を各支持解除部材が倒れるまで動か
す必要があるため、記録紙支持部と同方向の巻取り軸の軸芯Ｎ方向に動作する第３の実施
例の構造が適している。
【００６７】
　この場合、記録紙支持部材２４１、２４２の軸芯方向の長さＬ１は記録紙７の紙幅９０
mm以下の場合は１５ mm以下が望ましい。この長さは短いほど記録紙７を巻取り軸２３Ｅか
ら抜き取るときの操作性は向上するが、紙幅が広いと記録紙７が軸芯と平行に巻き取るこ
とが難しくなる。また、本実施の形態の支持解除部材２３９、２４０は記録紙の他端部か
らの長さＬ２は、略１０ mmに設定している。本実施の形態の場合、記録紙支持部材２４１
、２４２は、巻取りフランジ２５と接して形成されているが、離れていても構わなく、特
に記録紙７の紙幅が広くなった場合、支持解除部材２３９、２４０と支持解除部材２３９
、２４０との間が長くなることによって記録紙７が軸芯Ｎと並行に巻き取れない場合はそ
の位置を移動して並行に巻き取られるようにバランスをとるが、記録紙支持部材を巻き取
りフランジ２５から離れて形成することにより、記録紙支持部材の記録紙７と当接する当
接部２４１ａの長さを長くすることがないので記録紙７を抜き取るときの操作性を著しく
低下させることはない。
【００６８】
　図２４、図２５は、本発明に係る巻取り軸の第７の実施の形態を示すもので、図２４は
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、本実施の形態の正面断面図、図２５は、同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支
持解除部材が倒れた状態を示すものである。以下、上述の実施の形態と対応する部分につ
いては同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００６９】
　図２４、図２５に示すように、本実施の形態の巻取り軸２３Ｆにおいては、軸本体２３
１の巻取りフランジ２５側の上部及び下部に、上記第３の実施の形態と同様の、記録紙７
の抜き取り方向である巻取り軸２３Ｅの軸芯Ｎの方向に倒れる支持解除部材２３９、２４
０が設けられ、更には巻取りフランジ２５の反対側にも、同様の上記第３の実施の形態と
同様の軸芯Ｎの方向に倒れる支持解除部材２３９－１、２４０－１が設けられている。
【００７０】
　本実施例によれば、図２４に示すように、記録紙７は各支持解除部材の支持部２３９ｄ
と２３９－１ｄ間、２４０ｄと２４０－１ｄ間に張り渡らされるように巻取り軸２３Ｆに
巻き付けられ、記録紙７は前記巻取り軸２３Ｅの軸芯Ｎに対し、ほぼ平行に巻き付けられ
る。この巻き付けられた状態は、前述の第６の実施例と同じであるが、巻取りフランジ２
５側にも支持解除部材があることから、巻取り終わった記録紙７を巻取り軸２３Ｆから取
り外すときには、図２５のように支持解除部材が倒れ、巻取り終わった記録紙の側端部が
竹の子状になることなく取り外すことができる。前述の第６の実施の形態よりも更に取り
外しの操作性を向上させることができる。
【００７１】
　その他の構成及び作用効果については上記実施の形態と同一であるのでその詳細な説明
を省略する。
【００７２】
　なお、本発明は上述の実施の形態に限られることなく、種々の変更を行うことができる
。
【００７３】
　例えば、上述したスリーブ状の作動部材は、第５の実施の形態のように支持解除部材が
軸芯方向に倒れる場合だけではなく、支持解除部材が巻取り軸の円周方向又は軸芯に対し
て傾斜した方向へ倒れる場合にも用いることができる。
【００７４】
　また、上述の実施の形態においては、支持解除部材を回転させて倒すことにより記録紙
の巻取り径を小さくするようにしたが、本発明はこれに限られず、例えば記録紙を抜くた
めの外力によって支持解除部材をスライドさせるように構成することも可能である。
【００７５】
　さらに、上述の実施の形態においては、巻取り軸が片持ち支持されるタイプのものを例
にとって説明したが、本発明はこれに限られず、巻取り軸が両端支持されるもの、および
、両側に巻取りフランジが付いた場合についても適用することができる。ただし、本発明
は上述の実施の形態のように巻取り軸が片持ち支持される場合に最も効果を奏するもので
ある。
【００７６】
　さらにまた、ばねをコイルばねを用いて説明したが、板ばねであっても構わないもので
ある。
【００７７】
　さらにまた、本発明はドットインパクトプリンタのみならず、例えば、サーマルプリン
タ、インクジェットプリンタ等の種々のプリンタに適用しうるものである。
【００７８】
【発明の効果】
　以上述べたように本発明の請求項１記載によれば、記録媒体を巻取るための巻取り軸部
と、該巻取り軸部に装着され、最内周の前記記録媒体と当接するよう巻取り軸部の外周よ
り突出した第１の位置と該第１の位置より巻取り軸の軸芯側の第２の位置とに移動可能で
あって当接する記録媒体の移動時の摩擦力により第１の位置から第２の位置へ移動される
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支持解除部材とを有し、支持解除部材は、第１の位置から第２の位置への移動方向が巻取
り軸の軸方向、あるいは、巻取り軸部に巻取られた記録媒体が巻き戻される方向と前記軸
方向との合成された方向となるように巻取り軸部に移動可能に支持されるので、巻き付け
られた記録媒体を巻取り軸部の軸方向へ移動させることにより最内周の記録媒体が巻取り
軸部の外周から浮いてゆるんだ状態となり、これによってきわめて容易に記録媒体を巻取
り軸から取り外すことができる。
【００７９】
　したがって、本発明の請求項６記載によれば、巻取り軸に巻取られた印刷済の記録媒体
を簡単な操作で取り外すことができ、これにより記録媒体を交換する際の操作性の高いプ
リンタを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明に係るプリンタの一実施の形態の全体構成を示す斜視図である。
【図２】　図１のプリンタの平面図である。
【図３】　図２のＣ－Ｃ線断面図である。
【図４】　図１のプリンタの後部斜視図である。
【図５】　本発明に係る巻取り軸の第１の実施の形態の外観を示す平面図である。
【図６】　同実施の形態の詳細平面図である。
【図７】　同実施の形態の内部構成を示す概略図である。
【図８】（ａ）：同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、記録紙が巻取り軸に巻取ら
れた状態を示すものである。
（ｂ）：同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示すも
のである。
【図９】　同実施の形態の押え部材の近傍を示す構成図である。
【図１０】　本発明に係る巻取り軸の第２の実施の形態の外観を示す詳細平面図である。
【図１１】　同実施の形態の内部構成を示す概略図である。
【図１２】　同実施の形態の動作の原理を示す説明図である。
【図１３】　本発明に係る巻取り軸の第３の実施の形態の外観を示す平面図である。
【図１４】　同実施の形態の要部を示す正面構成図である。
【図１５】　同実施の形態の要部構成を示す詳細平面図である。
【図１６】（ａ）：同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、記録紙が巻取り軸に巻取
られた状態を示すものである。
（ｂ）：同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示すも
のである。
【図１７】　同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示
すものである。
【図１８】　本発明に係る巻取り軸の第４の実施の形態の要部を示す平面構成図である。
【図１９】　本発明に係る巻取り軸の第５の実施の形態の要部を正面方向から見た部分断
面図である。
【図２０】　同実施の形態の要部を平面方向から見た部分断面図である。
【図２１】　同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、記録紙が巻取り軸に巻取られた
状態を示すものである。
【図２２】　同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示
すものである。
【図２３】　本発明に係る巻取り軸の第６の実施の形態の外観を示す正面断面図である。
【図２４】　本発明に係る巻取り軸の第７の実施の形態の外観を示す正面断面図である。
【図２５】　同実施の形態の動作の原理を示す説明図で、支持解除部材が倒れた状態を示
すものである。
【図２６】　従来のプリンタの一実施の形態の全体構成を示す斜視図である。
【符号の説明】
　１　　　プリンタ
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　２　　　インクリボン
　３　　　プリンタ本体
　５　　　巻取り機構
　６　　　印字ヘッド
　７、８　記録紙
１０　　　プラテン
１１　　　紙送りローラ
１２　　　紙押えローラ
１３　　　紙送り手段
２３　　　巻取り軸
２５　　　巻取りフランジ
２３０　　巻取り軸部
２３１　　軸本体
２３２、２３３　巻取り部
２３４、２３５　支持解除部材
２３６　　引張コイルばね
Ｎ　　　　軸芯
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】
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【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】
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【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ３ 】 【 図 ２ ４ 】
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【 図 ２ ５ 】 【 図 ２ ６ 】
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